
環境影響評価条例等の一部改正（発電所追加等）について 
 

１ 背景 

中央環境審議会答申（平成３１年４月２６日） 

 

 

 

 

 

環境影響評価法施行令（令和元年７月５日公布（一部改正）） 

 

 

 

 

 
２ 施行令改正内容 

改正項目 改正内容 備考 

対象事業

の規模要件 

第一種事業：４万 kW 以上 

第二種事業：３万 kW 以上４万 kW 未満 

（第１種事業×0.75の規模以上） 

電気事業法との整合性，判断の簡便性から

出力を指標※とする。 

変更の工事も同様 

第１種：100ha相当 第２種： 75ha相当 

経過措置 

施行日（令和２年 4月 1日）前に電気事

業法に基づく電気工作物設置の工事計画

の届出がなされていれば，法第 54条第

１項により，法の手続は適用されない。 

電気工作物設置の工事計画の届出がなされ

ておらず，条例アセス手続中の案件であっ

て，法対象規模以上の事業がある場合には，

法第 53 条に基づき告示で指定することに

より，法手続への移行を行う。 

施行日 
公布：令和元年７月５日 

施行：令和２年４月１日 

パブリックコメント 

令和元年５月１０日～６月１０日 
※ 法では，環境影響評価の結果を電気事業法の許認可の審査に反映させる必要があるため，系統連系段階の総出力

を規模要件としている。 

 

３ 対応案 

本県はこれまで太陽電池発電所を，環境影響評価条例（以下「条例」という。）の「工場・事業

場用地造成」として捉え，環境影響評価対象事業としてきた。 

今般施行令改正により，太陽電池発電所が新たに対象事業とされたことから，法との整合を図

るため，条例の対象として明示するとともに，環境影響評価条例施行規則（以下「規則」という。）

に太陽電池発電事業の規模要件を追加する。また，これまで，「その他の規則に定める事業」とし

ていた風力発電事業，火力発電事業についても，併せて発電所に係る事業に位置付ける。 

＜条例・規則改正イメージ＞ 

既に法で対象となっている事業と同程度以上に環境影響が著しいと考えられる大規模な太

陽光発電事業については法の対象事業とすることで，国が全国的見地から制度的枠組みを整備

し，国としての方向性を明らかにするとともに，技術的水準を示していくべきである。 

上記答申に基づき，太陽電池発電所の設置の工事の事業等を環境影響評価法（平成９年法律

第８１号）の対象事業とするため，必要な要件等を定める環境影響評価法施行令（平成９年政

令第３４６号）（以下「施行令」という。）の一部が改正された。 

 

審２－１ 



（参考：現行の発電事業に係る要件等） 

○工場・事業場用地造成事業（環境影響評価条例第２条第２項第９号）（太陽電池発電事業含む） 

第１種事業 75ha以上（法第２種事業相当） 

第２種事業 50ha以上 75ha未満（特定地域※を含む場合に限る） 
 ※ 特定地域：国立公園，国定公園，県立自然公園，鳥獣保護区特別保護地区，県自然環境保全地域，緑地環

境保全地域 

 ○その他規則で定める事業（環境影響評価条例第２条第２項第１０号） 

 風力発電所 第１種事業 7,500kW 以上  第２種事業 5,000～7,500kW 

火力発電所 第１種事業 7.5万 kW 以上 第２種事業 3～7.5万 kW 

 

４ 条例対象事業の規模要件 

○ 条例第１種事業の規模要件については，法を補完する目的で原則として法第２種事業と同等

としているため，条例の太陽電池発電事業についても，この考えを踏襲し，出力要件を規定す

る。 

○ 一方，太陽電池発電事業に伴う環境影響は，土地造成等の面的開発に伴うものが主であるた

め，これまでの面積要件を継続し，併せて規定する。 

 

 

５ 今後の課題 

 太陽電池発電事業については，全国的に土砂流出や濁水の発生，景観への影響，動植物の生

息・生育環境の悪化などの問題が生じている事例が顕在化しており，このことが施行令改正の理

由とされている。 

 環境省では，今後，環境影響評価法・条例の対象とならない事業についても環境に配慮した地

域との共生を図ることが重要であることから，ガイドラインを作成し，自主的で簡易な取組を促

すとしているところである。また，経済産業省においては，改正ＦＩＴ法に基づく「事業計画策

定ガイドライン」において地域住民とのコミュニケーションを図ることを事業者の努力義務とし

て定め，それを怠った場合には，指導を行うとし，さらに，ＦＩＴ法については現在抜本見直し

の検討が行われ，2020年末までには改正される見込みである 

 このため，県においても県内の事例把握に努めるとともに，環境省が策定するガイドラインに

よる指導を行いつつ，経済産業省による指導の状況，ＦＩＴ法の抜本見直しの状況を確認しなが

ら，対象事業規模要件未満への対応について検討を進める。 

 事業の種類 
規模要件（下限値） 

第 1種 第 2種 

案 発電所（太陽電池発電事業）（新設） 3万 kW又は 75ha 50ha（特定地域指定あり） 


